
 

「負担の限界」高すぎる熊本市の国保料

引き下げを実現させましょう!! 

霧島市では「国保税引き下げ」が市長選挙の争点へ 

熊本市では県下でも最高クラスの国保料の引き下げと無保険状態の解消などを求める

署名活動が、炎天下の市役所玄関前などで取り組まれています。 

 朗報が飛び込んできました。霧島市（人口12万8千人）では、本年度から「国保税引き下

げ」が全会一致で実現しました。原動力は、「国保税引き下げを求める市民の会」が集めた

1万人を超す署名の力。そして、昨年11月に行われた市長選挙の大きな争点となったこと

だそうです。 

霧島市では、本年３月議会で、「国保税の負担軽減を求める陳情」が採択され、「2010

年から 3 年間国保税の引き下げ」が実現しました。また、12 歳以上 18 歳未満の子どもを

持つ子育て世帯への軽減（一人当たりの均等割を５０％軽減）も実施されています。 

安定した国保運営には保健事業・健康づくりが大切 

霧島市が素晴らしいのは、「元気な市民づくりを目指した健康診査などの保健事業を維

持推進する」「安定的な国保運営を行うためには、加入者の皆さんの健康維持が第１」（市

広報紙より）との立場から保健事業を重視していることです。特定検診無料化の継続や人

間ドック、脳ドックの一部助成事業として、1億 4173 万 5000 円の一般会計の繰入が行わ

れています。 

熊本市は、特定検診有料化、人間ドック助成廃止 

熊本市は約 8000 世帯の無保険状態を放置するばかりか、赤字を理由に、人間ドック助

成事業を廃止、特定検診も有料化しました。来年度から、あんま･はり・きゅう治療への年６

０回の助成回数を３０回に半減する予定です。幸山市長は、議会多数の助成回数削減反

対の声を押し切り、「本年度のみ暫定措置として年４５回」とし、半減に固執しました。 

 

国保料の減免制度をご存知ですか 
 国や熊本市独自の減免制度の活用を！！ 

（国の制度・・・本年 4月から実施）窓口は国保課⑨番 

＊ 対象者は、昨年 3 月 31 日以降に倒産、解雇、雇い止めなどにより、失業し、ハロー

ワークで失業等給付を受ける手続きをした方。 

＊ 前年中の給与所得を３０％に減額し保険料を計算。本年 4 月１日以降について適

用され、離職の翌日から翌年度末までの国保加入期間の保険料を軽減。 

（熊本市独自の減免制度）国保課に相談窓口があります 

＊ 水害などの災害、事業の休廃止、離職などのよる所得激減 

＊ 破産、民事再生 

＊ 多額の医療費負担、債務返済のための居住用財産の譲渡 

＊ 生活保護受給となった場合など 
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＊2010 年 1 月からの市議会だよりは新しいホームページにあります。 
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2010 年 7 月２５日 
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FAX ３５９－５０４７ 

熊本市手取本町１－１ 議会棟３階   
メール：kumamsu@gamma.ocn.ne.jp 

ホーム：http://www.jcp-kumamoto.com/ 

 

 



 

 

 

 

移行準備が整っていない 

 2011年7月24日に予定されてい

る地上デジタル放送完全移行まで後

1 年となりました。 

 NHK や民間放送局の努力によっ

て放送局側の準備は、整いつつあり

ますが、受信側の視聴者の準備が遅

れています。総務省の調査では、今

年3月時点で地デジ対応テレビの普

及率は約 75％、1 年後の 2011 年 7

月アナログ放送停止の予定時点で、

見込まれる普及率は9割をきると予

想されています。今全国には 1 億

2000 万～3000 万台のテレビが普及

していますから、1000 万台を超える

テレビが受信不能状態となります。 

  

 

 

 今月 17 日、住民の生活に必要不

可欠な情報を低コストで広く伝える

重要なライフラインであるテレビに

よる情報がすべての家庭に行きわた

らない恐れのある地デジ移行への強 

行を見直し、完全移行の延期を求め 

 

 

 

 

 

また、受信障害対策共聴施設の地デ

ジ対応も、全国的には今年3月時点

で 5割未満（総務省調査）にとどま

り、1年後 100％に｣引き上げること

は不可能と見られています。熊本市

では、電波の届きにくい自主共聴施

設の地域(約 700 世帯)に対し、今後

の対応が必要となる地域が一部残さ

れています。 

（約100世帯、6地域＊） 

＊ 白浜、河内町河内、植木町の富応・円台寺・

木留、島崎5丁目、池田2丁目の一部 

 

 

 

 

 

 

 

る提言が、放送にかかわる学者・ジ

ャーナリストから出されました。 

【発起人】坂本衛(ジャーナリスト)、清

水英夫(青山学院大学名誉教授・弁護士)、

砂川浩慶(立教大学准教授)、原寿雄

(元共同通信編集主幹)の４氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あと1年！2011年7月 地上デジタル放送完全移行の強行に疑問？ 
  テレビ難民を出さないための対策と支援が必要です 

 

専門家から「地上デジタル放送完全移行の延期を求める提言」 

経済的な理由で 

地上デジタル放送がまだ受信できない方への支援 

    簡易チューナーを無償給付します 

＊ 対象となる世帯 

① 生活保護世帯 

② 障害者のいらっしゃる世帯で、かつ市民税非課税世帯 

③ 社会福祉事業施設に入所し、自分のテレビを所有している人 

＊ 対象となる世帯で、NHK 受信料の全額免除の手続きをしている人 

＊ 申込期間  (延長されて) ２０１０年１２月２８日まで   

＊ 申し込み・問い合わせ先   

総務省 地デジチューナー支援実施センター  

ナビダイヤル  ０５７０－０３３８４０ 

   または  ０４４－９６９－５４２５ 

FAX    ０４４－９６６－８７１９ 

★ 受付時間は、平日午前９時～午後９時 

       土・日祝日  午前９時～午後６時 

 

・・・６月議会で日本共産党市議団は、・・・ 

「地デジ完全移行＝アナログ停波」の延期を求める意見書(案)を提出 

 政府として、２０１１年７月に予定されている「地デジ完全移行＝アナロ

グ停波」を延期するよう、熊本市議会が国へ要望することを求めました。 

 

 

 




